
２－３－４ 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業の研究タイプの概要

研究領域設定型

行政部局等からの要請に基づき、農
林水産政策推進上の重要性等を勘案
して、研究領域を設定

研究期間：原則３年以内

１課題研究費：５千万円以内/ 年

緊急対応型

年度途中で突発的に生じた農林水産
分野の緊急的な政策課題に対応するた
め、課題を示して公募

研究期間：原則１年以内

１課題研究費：１千万円以内/ 年

※※研究資金は研究領域設研究資金は研究領域設
定型に重点的に配分定型に重点的に配分

現場提案型

地域の活性化に資する観点から、研究
領域は設定せず、地域における自由な
発想を生かして現場から提案

研究期間：原則３年以内

１課題研究費：３千万円以内/ 年

輸入アサリの偽装表示対策技術開発

中山間地茶園向けの防除作業機の開発と減農薬防除技術の確立

散布量100～500㍑/10a
散布量200～1000㍑/10a

（現状）

農薬散布量半減

目標とする技術（イメージ）

迅速で精度の高い判別技術の開
発

（解決すべき技術課題）

○ミトコンドリアＤＮＡ解析による
判別技術の開発
○リアルタイムＰＣＲを用いた遺
伝子変異迅速検出法の開発

輸入アサリの判別の流れ

DNAの抽出

高精度な国産アサリの産地判別技術

PCR-RFLP

※※突発的事項が生じた際、そ突発的事項が生じた際、そ
の都度募集（年数回）の都度募集（年数回）

果実輸出における害虫付着果及び食入果の流通阻止技術の開発

植物検疫上問題となる害
虫の付着、食入が発見さ
れると輸出ストップ

○栽培時の被害防止
○選果時の被害果検出
○流通時の果実処理
等の技術の開発

（輸出促進上の課題）

（研究領域の例） （研究課題の例）
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モモシンクイガの被害果実

（研究課題の例）

（研究課題の例）
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農林水産物の輸出促進に関
する生産･流通･加工技術の
開発

植物検疫くん蒸に代わる消毒
技術評価手法等の開発

農水産業の現場における効
果的な鳥獣被害防止対策技
術の開発



２－３－５ 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業の
研究領域の設定の考え方

②品目や地域等を限定した個別の技術的課題ではなく、研究者の自由な発想に基づく

様々な分野からの多様な提案が期待できるような、領域として広がりをもった、特定の

政策目的の達成に資する技術的課題として設定する

④研究成果が現場の技術的課題の解決に結びつくような課題の提案が期待できるもの
を領域として設定する

①農林水産政策を推進する上で、解決すべき技術的課題の重要性・緊急性が高いもの
を領域として設定する
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③プロジェクト研究との重複がないよう役割分担を明確にする



○事業実施機関（資源配分機関）

○事業推進体制

・ＰＤ1名、総括ＰＯ５名（以上農林水産省所属）に加え、新たに外部ＰＯ(アウトソー
シングによる非常勤 ２０名（予定））を配置することにより、きめ細かな進行管理を

実施

○評価実施体制

農林水産技術会議

評価専門委員会

研究課題評価分科会

○ 研究課題評価の流れ（フロー）

・中間評価

・事後評価

・事前評価

応募（１～２月予定）

一次審査（３月予定）

二次審査（４月予定）

書面審査
・登録した外部専門家の中から１課題につき数名が書面審査に当たる

ヒアリング審査
・左記の研究課題評価分科会委員が、専門分野ごとに分科会を形
成し、提案者からのプレゼンを受けて審査

採択課題の決定（５月予定）

評価結果の決定
・分野間の調整を行うため、分科会の座長の合議によって評価結
果を決定

・技会事務局長が上記の評価結果を決定を踏まえて、採択課題を
決定

・資源を効果的・効率的に活用するため、研究実施期間中に当初計画に対
する進捗状況を評価し、必要に応じ計画の見直しや中止等を行う
・実施期間が3年のものは2年度目に、4～5年のものは3年度目に実施
・左記の研究課題評価分科会委員が、１課題につき数名で書面による審査

・研究計画に対する達成状況や創出された成果の科学的、社会的意義等に
ついて評価し、必要に応じ普及に向けた取組み等の助言を行う
・研究終了年度に実施
・左記の研究課題評価分科会委員が、１課題につき数名で書面による審査

農林水産省 農林水産技術会議事務局

農林水産技術会議の下に、以下のように評価実施体制を整備し、厳正に研究制
度評価や事業ごとの課題の評価を実施

・予算要求、行政ニーズの把握及びそれを踏まえた研究領域の設定、評価委員
の決定、評価会議の開催・運営、採択課題の決定、予算執行（評価結果を反映し
た予算配分（委託契約））等を農林水産技術会議事務局が実施

・領域を設定して推進するタイプについては、必要に応じ関係行政部局、農林水
産技術会議事務局が推進チームを編成し、一体となって進行管理や成果の普及
等の取組を実施

２－３－６ 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業の推進体制、評価体制及び評価の流れ
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・研究領域の設定等に当たり、地域の行政ニーズについて、地方農政局等を中心
として都道府県、地域農研センター、大学、民間企業等からなる｢地域研究・普及
連絡会議」等を通じて体系的に把握する仕組みを構築するとともに、農林水産技
術会議事務局の関係課、制度のＰＯ等からなる「プロジェクト推進委員会」におい
て研究領域を検討

・農林水産省における研究開発に関する評価、予算配
分の方針等を最終的に決定 （技術会議委員７名）

・本事業の研究制度としての評価を実施。農林水産技術
会議委員及び外部有識者で構成 (技術会議委員２名、
専門委員１１名)

・本事業の応募課題の採択に係る事前評価、研究期間
中の中間評価、研究終了時の事後評価を実施

・外部専門家で構成
1次審査(ピアレビュー）では、あらかじめ相当数の外
部専門家を登録し、書面審査のための体制を整備予定

2次審査(ヒアリング審査）では専門性に応じて、「農業
分野Ａ（園芸）」、「農業分野Ｂ（環境・食品）「農業分野Ｃ
（作物・育種・その他」、「畜産分野」、「林業分野」、「水
産分野」の6分科会を設置予定



２－３－７ 事 前評価結果 の概要

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業の事前評価 （平成19年7月24日評価専門委員会決定）

【参考】 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業の中間評価 （平成19年3月27日評価専門委員会決定）

【評価結果概要】

本研究制度は、農林水産業・食品産業等の現場のニーズに即応した実用研究を実
施するものであり、農林水産業・食品産業の新たな展開、農産物の高品質化等を通
じた国民生活の向上等を促進する上で重要である。また、産学官連携を進める競争
的研究資金制度としても重要である。本研究制度の目標は、明確な数値目標である
とともに、ファンディング側の評価にもつながるものであり妥当である。また、本年３月
に実施した「先端技術を活用した農林水産研究高度化事業」の中間評価結果を踏ま
え、研究タイプの大括り化等の効率的な運用のための改善が行われており、研究制
度の仕組みは妥当である。
以上より、本研究制度は重要であり、内容は適切であると判断される。
なお、個々の研究課題において、数値目標または達成したかどうか明確に判断で
きる目標の設定が行われるよう制度を運用することが重要である。また、一層効果的
な制度運用を図るため、政策テーマにどのように寄与したかについても把握に努め
ることを期待する。

【評価結果概要】
これまでに終了した課題の90％（84課題中76課題）が事後評価において「当初計画を達成」と評価されており、制度の目標を達成している。本研究の主な成果として、残留農薬
の迅速検出法、原産地判別技術、寒締め野菜の生産支援システム等があり、行政機関や農林水産現場で活用され始めている。
本制度の研究タイプは、課題を明確化しその解決に向けた研究を多く開始することに役立ってきたが、一方で研究タイプの増加により細分化が進み、制度を複雑化させている。
制度全体の実施課題数の増加に伴い制度運用の負担が増大していることもあり、今後、本制度をより一層効率的に実施するためには何らかの工夫が必要となっている。
以上、本研究制度は高く評価できると判断される。より一層効率的な制度運用を図るための工夫及び研究成果の普及を一層促進させるための取組が必要である。

○総括評価ランク：Ａ

○各評価項目の評価ランク

①農林水産業・食品産業、国民生活のニーズ

等から見た研究の重要性：Ａ

②国が関与して研究制度を推進する必要性：Ａ

③研究制度の目標の妥当性：Ａ

④研究制度の仕組みの妥当性：Ａ

⑤研究制度が社会・経済等に及ぼす効果の

明確性：Ａ

【評価結果】

（参考）
総括評価の評価基準
Ａ：重要であり、内容は適切、Ｂ：重要であるが
制度の仕組み等の内容見直しが必要、Ｃ：不適切
各評価項目の評価基準
Ｓ：非常に高い、Ａ：高い、Ｂ：やや低い、Ｃ：低い

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業については、農林水産省が実施する研究制度であることから、「農林水
産省における研究開発評価に関する指針（平成18年３月農林水産技術会議決定）」等に基づき、予算概算要求前の事前評価、
中間評価、制度終了時の事後評価を実施することとなっている。事前評価結果は以下のとおり。
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先端技術を活用した農林
水産研究高度化事業

(Ｈ１９年度予算額 ５２億円)

独
法
（
注
）
が
実
施

国

が

実

施

新技術・新分野創出のため
の基礎研究推進事業

（Ｈ１９年度予算額 ４７億円）

生物系産業創出のための
異分野融合研究支援事業

（Ｈ１９年度予算額 ２３億円）

事 業 名

産学官連携による食料産業
等活性化のための新技術開
発事業

（Ｈ１９年度予算額 ７億円）

目的・研究機関 研究費 １９年度採択状況

①将来的な新産業の創出
②起業化の促進
（①３～５年間、②２年間）

民間企業を主体とした
産学官連携による
技術開発の推進
（３年以内）

基礎研究の推進
（３～５年間）

１２／８１
採択率 14.8％

１２／７９
採択率 15.2％

2,000万円～１億円程度
（生研センターから委託）

①6,000万円程度 ②2,600万円程度
（生研センターから委託）

1,000万円～4,000万円
（国から補助）
【補助率2/3】

生産等現場に密着した
試験研究の推進
（原則３年以内）

2,000～5,000万円
（国から委託）

２０／２３２
採択率 8.6％

７３／４３６
採択率16.7％

（注）農業・食品産業技術総合研究機構生物系特定産業技術研究支援センター（生研センター） 20

参考－① 制度一覧

農林水産省所管の現行の競争的資金制度参考



《平成１９年度募集の場合》

Ｈ１９．１月上旬に生研センターのHＰに掲載等

Ｈ１９．３．１～３．１５

Ｈ１９．６．２９ インターネットで採択課題を公表

書類での受付のみ

委託契約の締結

公募要領の公表

申請受付（生研センター）

１次審査（書面）

２次審査（ヒアリング）

採択課題の決定

課題選考の流れ

採択予定数の２倍程度まで絞込み

プレゼンテーションおよび質疑応答
による審査。２次審査対象課題のう
ち約半数を採択候補課題として選定
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新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業

生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業

参考－② 課題選考の流れと審査基準



①基礎・独創性
画期的な成果が期待される新規で独創的な基礎研究であること 等

②生物系特定産業や社会・経済への貢献
生物系特定産業における新技術・新分野の創出に資することが期待される研究であること、またその
発展の結果、生物系特定産業の活性化、国民生活の向上への貢献、公共的ニーズへの対応等社会
への貢献が期待される研究であること 等

③国際的意義
国際的にみて技術水準が高い研究であること、また国際的な技術潮流、国際貢献等の観点から、我
が国が主導的・先導的に行うことが適切な研究であること 等

④研究計画の妥当性
研究計画に無理が無く、妥当なスケジュールであること 等

⑤研究の実施体制
研究を遂行する上で、十分な技術的、経理的能力を有していること 等

⑥国際活動への妥当性 ※一般型で国際活動を実施する場合
国際活動の必要性とその目標に加えて、計画・準備状況に無理がなく妥当なものであること 等

新技術・新分野創出のための
基礎研究推進事業課題選考に関わる審査基準
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①独創性・新規性
・独創的な発想に基づく新規の技術開発であること

②生物系特定産業や社会・経済への貢献
・農林水産業、飲食料品産業、醸造業等の生物系特定産業に関連する分野の研究であること
・技術開発の成果について、生物系特定産業の活性化、国民生活の向上、公共的ニーズへの対応等
社会・経済への貢献が期待されること

③研究計画・実施体制の妥当性
・研究を遂行するために十分な技術的・経理的能力を有していること
・研究計画に無理がなく、妥当なスケジュールであること

（異分野融合研究開発型）
④新事業創出の可能性
・技術開発の成果を活用することにより、新事業の創出が期待されるものであること

（起業化促進型）
④ベンチャー創出の可能性
・技術開発の成果を活用した製品・サービスについて需要が期待されるものであること

課題選考に関わる審査基準
生物系産業創出のための異分野

融合研究支援事業
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委託契約の締結・技術開発の実施

公募要領の公表

１次審査（書面）

２次審査（ヒアリング）

採択課題の決定

申請受付

事業説明会

平成18年12月 農林水産省ＨＰ等

平成19年4月6日 インターネットで採択課題を公表

平成19年1月9日～1月31日

課題選考の流れ

《平成１９年度募集の場合》

平成18年12月25日

採択予定数の２倍程度まで絞込み

プレゼンテーションおよび質疑応答
による審査。２次審査対象課題のう
ち約半数を採択候補課題として選定

書類またはＷＥＢ上で受付

（農林水産技術情報協会で受付け）

（研究領域設定型研究は1月19日～2月15日）
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先端技術を活用した農林
水産研究高度化事業



①必要性
・科学的・技術的意義について独創性、新規性、革新性、先導性
・行政的観点から見た社会的・経済的意義について重要性、緊急性
・事業趣旨および行政施策との整合性

②効率性
・コスト（予算）、人員の配分、研究期間、研究方法、参画機関の役割分担、
責任体制

③有効性
・目標の明確性、目標の達成可能性

・研究の普及性・波及性、異分野における発展可能性

・コーディネート機能の発揮による研究成果の普及・実用化の実現可能性

課題選考に関わる審査基準
先端技術を活用した農林水産
研究高度化事業
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※H13年度から若手研究者支援型を設置して若手研究者による独創的な基礎研究課題を募集

応 募 と 採択の状況
新技術・新分野創出のための

基礎研究推進事業

8.6%9.4%6.5%7.0%2.6%採択率計

10.0%9.7%6.6%7.2%1.9%採択率

66552採択件数

60627669104応募件数

若手型

8.1%9.3%6.5%6.8%2.9%採択率

141212115採択件数

172129185161170応募件数

一般型

Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５項目型名
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参考－③ 応募と採択の状況



※起業化促進型は平成１６年度から実施。

応募と採択の状況 生物系産業創出のための異分野
融合研究支援事業

25.0%33.3%44.4%41.2%採択率

3347採択件数

129917応募件数

起業化促進型

13.0%13.5%19.6%8.2%6.6%採択率

971064採択件数

6952517361応募件数

異分野融合
研究開発型

Ｈ１９Ｈ１８Ｈ１７Ｈ１６Ｈ１５項目型名
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応募と採択の状況
先端技術を活用した農林水産研究
高度化事業

注：平成１７年度及び１８年度は、年度当初の採択分(年度途中の募集分は除く。）

採択数と採択率の推移
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高レベルの乾燥・塩・凍結耐性植物の作出に
成功（Ｈ８～Ｈ１２）

地球規模の食料・環境問題の解決に寄与することを目的として、
環境劣悪地に対応できる環境耐性植物の開発を目指した基礎研究
を実施。植物の乾燥・塩耐性に関与する機能遺伝子や調節遺伝子
を単離し、シロイヌナズナに導入することによって、高レベルの
乾燥・塩・凍結耐性植物の作出に成功。

研究機関 ・農林水産省国際農林水産業研究センター
・理化学研究所

→乾燥・塩・低温に耐性な遺伝子組み換えイネや乾
燥耐性ユーカリ等の開発に成功するなど、種々の
作物開発が進行中。

哺乳類における新しい生殖システムの構築

（Ｈ１４～Ｈ１８）

研究機関 ・東京農業大学

ア 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の研究成果事例ア 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業の研究成果事例

マウスの卵子に一定の操作を加えることにより、精子の役割を担
わせ、雌だけで子をつくること（単為生殖）に世界で初めて成功し、
さらに技術改良を加えることにより成功率４割を達成。
今後、単為発生による個体生産システムの構築を目指し、将来的
には新しい家畜改良技術の開発等にも資することが期待。

DREB1

乾燥耐性
遺伝子の発現

塩耐性
遺伝子の発現

低温耐性
遺伝子の発現

DREB1は40種以上のストレス耐性遺伝子の発現をコントロール

DREB1遺伝子組換えイネが示した乾燥・塩・低温耐性

未熟な卵母細胞

除核した
卵母細胞に移植

体外成熟

通常の卵子に精子の代わりに
体外成熟の核を移植

通常のマウス

通常の卵子
♀ｲﾝﾌﾟﾘﾝﾄ遺伝子

授精

通常の出産

精子
♂ｲﾝﾌﾟﾘﾝﾄ遺伝子

遺伝子改変マウス

♀インプリント遺伝子を
欠損させて特定の遺伝
子が働くよう改変

卵子（雌）のみで発現し、
特定の遺伝子の働きを
抑制

卵子（雌）で働かない
特定の遺伝子

通常の生殖プロセス単位発生のメカニズム

卵子だけで個体の
発生が可能

→米科学誌「ネイチャー」（2004．4）、「ネイチャーバイ
オテクノロジー」電子版（2007．8）で発表

通常の生殖と同様の特
定の遺伝子の働き

単為発生

通常の
卵子
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参考－④ 研究成果の例



メチル化カテキンを多く含む茶葉「べにふうき」を緑茶と
して用いることにより花粉症での鼻づまりや目のかゆみ、通
年性アレルギー性鼻炎での鼻づまり等の症状が緩和される可
能性が示唆された。この成果を踏まえ、「べにふうき緑茶」
PET飲料を販売している。

茶の抗アレルギー作用を利用した食品の開発
（Ｈ１３～Ｈ１７）

研究コンソーシアム
・（独）農業・生物系特定産業技術研究機構野菜茶業研究所
・九州大学大学院農学研究院 ・東京海洋大学
・静岡県立大学薬学 ・アサヒ飲料（株）
・名古屋女子大学家政学部 ・森永製菓（株）

→栽培面積と販売エリアを拡大させて１９年には１都１０
県（東京・神奈川・千葉・埼玉・群馬・栃木・茨城・山梨・
長野・新潟・静岡）で２４０万本を販売し、完売。

イ 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業イ 生物系産業創出のための異分野融合研究支援事業

天敵の行動制御による減農薬害虫防除技術
の開発（Ｈ１４～Ｈ１８）

食害された野菜の葉からコナガの土着天敵であるコナガコマ
ユバチの誘引物質を世界で初めて発見し、これを用いたコナガ
防除技術を確立。

研究コンソーシアム

・京都大学生態学研究センター
・(独)農業・食品産業技術総合研究機構中央農業総合研究センター
・(独)農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センター
・（株）四国総合研究所
・(独)農業・食品産業技術総合研究機構近畿中国四国農業研究センター
・曽田香料（株）

→発見された誘引物質に基づく天敵の誘引剤(ﾊﾁｸｰ
ﾙ)や活性化剤(ﾊﾁｹﾞﾝｷ)の商品化を目指したﾍﾞﾝ
ﾁｬｰ企業立ち上げが進行中（平成19年度起業化
促進型で新規採択）

メチル化カテキンを含む「べにふうき茶」飲料及び
キャンディの市販開始（2006年）
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ウ 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業ウ 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業

未利用植物資源の有効活用方法に関す
る研究（Ｈ１５～Ｈ１７）

研究機関 住友林業(株)
(独)農業・食品産業技術総合研究機構

林業の伐採現場で大量に廃棄されているヒノキ
枝葉について、雑草抑制効果があることを見出し、
雑草抑制資材としての生産技術や使用方法につ
いて開発を行った。生産された資材は、公園や緑
地帯、庭等での利用が見込まれている。
現在、試作品によるモニター試験により、現場
での使用方法の最終的な検証を進めている。

本資材の施用２ヶ
月後の写真

左：無施用区

右：施用区

簡易・迅速化学発光法を用いた食品生菌
量測定システムの開発（Ｈ１７～Ｈ１８）

食品製造業における食品の細菌検査において、
従来の化学発光法を改良し、迅速、簡便、高感
度かつ低コストで実施可能な検査キットと測定
機器を開発した。本成果により、従来法より短
時間（1日以上→10分程度）で生菌だけを検出
でき、効率の良い検査が可能となった。
現在、乳業メーカーに試験的に導入されてい
る他、測定可能な細菌の対象を増やす開発を進
めている。

研究機関 （株）日研生物医学研究所、アトー（株）
（独）農業・食品産業技術総合研究機構

開発された測定機器
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果樹産業の振興に貢献するカキの
軟化防止技術の開発（Ｈ１４～Ｈ１６）

エ 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業エ 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

対象区 処理区
収穫後１６日目

研究機関
岡山大学、静岡大学、（独）農業・食品産業技術総合研究機構、
和歌山県農林水産総合技術センター果樹試験場、レンゴー株式会社

○カキの早期軟化に関与する植物ホルモン（エチレン）
は乾燥ストレスに誘導されることから、防湿ダンボー
ル箱を用いた水分蒸散抑制技術、さらに、エチレン
作用阻害剤（１－MCP）と炭酸ガス脱渋処理を同時
に行うことで軟化を防止する技術を開発した。

○段ボール箱については、カキ（刀根早生）の新規輸
送形態として導入されはじめており、産地の競争力
強化が見込まれる。

平成18年において、和歌山県の刀根カキ産地では、
研究成果の段ボールが100万ケース使用されている。
（梱包果実としては7,500t）

獣害回避のための難馴化忌避技術と生息
適地への誘導手法の開発（Ｈ１７～Ｈ１９）

研究機関 （独）森林総合研究所

長野林業総合センター外４公立試験場
日本獣医畜産大学外４大学

犬を活用したシカ・サルの追払い
のための獣皮への反応テスト

サルに対する持続的な防除法の開発

○野生獣類による農作物被害が全国的に深刻な問題と
なっている。とくに加害度の大きいサルおよびシカに対
して有効で持続的な被害回避技術の開発が求められ
ている。

○対応策として、馴れを生じない忌避技術、本来の生息
域へ誘導するための効果的な追い上げ技術を開発し
ている。

犬を活用したサルの追い上げ技術については、現在暫
定版のマニュアルを作成しており、それに基づいた犬
の訓練によって、サルの追い上げ効果を検証中。研究
終了後には、マニュアルを完成させ、普及を図る。

図 1-MCP処理がハウス栽培 “刀根
早生”果実の軟化率に及ぼす影響

写真 1-MCP処理によるハウス栽培“刀
根早生” 果実の軟化発生抑制効果
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